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研究成果の概要（和文）：カスタマイゼーションに関して、日米両国において比較調査をおこなった。日本国の
調査では、主に東北、北陸、関東、関西地域でおこなった。また、米国では、東部地区（ニュー・ヨーク州やニ
ュー・ジャージー州など）と西部地区（オレゴン州やカルフォルニア州など）で調査をおこなった。その分析に
より、カスタマイゼーションをおこなう上で以下の３点が明らかになった：１）カスタマイゼーション・システ
ムの共通点、２）カスタマイゼーション・システムの差異点、３）ビジネス・パートナー、顧客、地域社会との
関係性。さらに、カスタマイゼーションにおいて、企業はその関係者との長期的関係の構築を目指していること
が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This research investigates Customization Strategy in Japanese and US 
markets. In Japan, it is mainly the Tohoku, Hokuriku, Kanto, and Kansai areas that are largely 
researched. In the US market, the East Coast (e.g., New York and New Jersey States) and West Coast 
(e.g., California Oregon States) are mostly focused on. Consequently, three keys factors regarding 
Customization Strategy are identified: 1) similarities between Japanese and US firms, such as 
communication with customers, 2) differences between Japanese and US firms, such as technology 
application, 3) relationships with various business partners, final customers, and local community. 
Moreover, most firms stress establishing long-term relationships with all persons and parties 
involved in the strategy.
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１．研究開始当初の背景 
テクノロジーやネットワークを活用し、
個々の顧客のニーズに対応した様々なカス
タマイズ製品が市場に提供されている。特
に、米国市場では、多くの企業がカスタマ
イゼーション・システムを活用し、個々の
顧客のニーズにきめ細かく対応し、カスタ
マイズ製品を迅速に、比較的低価格で提供
している。例えば、スニーカー、食品、ア
クセサリー、自動車などの製品は、一般的
にスタンダード製品と共にカスタマイズ製
品を提供されている。それに伴い、カスタ
マイゼーションに関する研究も進展してい
る。その研究分野としては、デザイン、消
費者行動、製品開発、テクノロジー、デー
ター・サイエンス、選択問題の分野など広
範囲に及んでいる[1]。 
一方、日本市場でも、１９９０年代には、
カスタマイゼーションが注目され、様々な
カスタマズ製品が販売されていたが（例：
自転車や Tシャツなど）、現在ではあまり
カスタマイズ製品には注目されていない状
況である。同時に、カスタマイゼーション
研究も進んでいない状況である[2]。今後、
日本市場においても個々の顧客のニーズに
きめ細かく対応するカスタマイズ製品（サ
ービス製品も含む）の重要性が増しつつあ
るなかで、本研究は重要なテーマの一つと
考える。 
 
２．研究の目的 
近年、多くの企業は、カスタマイズ製品
とスタンダード製品を統合する戦略（特に
デザインやファッション関連）で多様な消
費者のニーズに迅速かつ的確に対応した製
品を市場に提供している[3]。その中で、カ
スタマイゼーション研究は米国を中心に
おこなわれてきたが、日本市場において
は十分な調査・分析がおこなわれてこな
かった。 
そこで、日本市場を調査することで、日
本企業のカスタマイゼーション戦略を明ら
かにし、日本市場のカスタマイゼーション
研究を進めることを目的とする。さらに、
本研究を通じて、日本企業のグローバル市
場におけるカスタマイズ製品の普及に役立
てることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
まず、本研究を遂行するにあたり、カス
タマイゼーション研究に関するこれまでの
研究のレヴューを進めた。さらに、本研究
者のこれまでのカスタマイゼーション研究
に関する論文をもとに、インタビューの流
れの構成を進めると同時に、日米両国で行

われるインタビューの準備を進めた。具体
的には、これまでの研究で使われた質問と
事前の企業や産業の調査をもとに： 
（a）カスタマイゼーション・システム、 
（b）カスタマイズ製品開発、 
（c）様々なパートナー (ビジネス・パート
ナーや地域社会のパートナーとの連
携など)、 

（d）テクノロジーの導入と活用（生産シス
テムやコミュニケーション関連など）、 
（e）顧客（B-to-Bも含む）、 
（f）現在のカスタマイゼーション・システ
ムに関する課題と今後の展望。 
などの質問をもとにインタビューをおこな
った。    
インタビューの対象としては、より俯瞰
的、客観的、長期的な視点のある情報を収
集するために企業へのインタビューのみな
らず、産業団体、産業技術研究センター、
自治体も選定し、彼らへのコンタクトを進
めていった。調査地域として、日本国では、
東北、北陸、関東および関西地区を中心に
おこなった。また、米国では、東部地区（ニ
ュー・ヨーク州やニュー・ジャージー州な
ど）と西部地区（オレゴン州やカルフォル
ニア州など）を中心に調査をおこなった。
これらの地域を調査対象とした理由として
は、比較的多くの企業が、これらの地域で
カスタマイズ製品を開発・生産・販売をし
ているからである。 
具体的な調査・分析は以下のような流れ
で進められた。平成２７年度は、日本企業
を中心に調査の対象企業や自治体などを選
定し、彼らにコンタクトをとり、インタビ
ューを進めた。特に、日本ではデザインや
ファッション関連製品を提供している企業
が多くのカスタマイズ製品を提供している
ことから、彼らへのインタヴューを中心に
おこなった。  
次年度の平成２８年からは、平成２７年
度のインタビュー対象企業や自治体の方々
から紹介された企業や自治体、さらに業界
団体へもインタビュー対象を拡大していっ
た。それにより、企業へのインタビューで
は得られなかった多くの情報を入手するこ
とができた。例えば、ある産業のこれまで
の様々な歴史的背景や新製品開発の経緯な
どがある。同時に、調査対象を米国市場に
も広げていった。インタビュー対象企業の
例としては、ファッション関連（ジーンズ
など）、ホーム・ファッション（ガーデニ
ングなど）、アウトドア用品（バックパッ
クなど）、宝飾品（指輪や時計など）、伝
統工芸品（漆や木工など）などが挙げられ
る。同時に、インタビューで収集された膨



大なデーターの分析も同時並行的に進めて
いった。 
最終年度である平成２９年もさらに日米
の企業、産業団体、産業技術研究センター、
研究機関、自治体などへのインタビューを
おこないつつ（幾つかのデータの再確認の
ためのフォローアップ・インタヴューを含
む）、これまでの調査で得られた膨大なデ
ータをもとに定性分析をおこなった。特に、
日米の調査結果を比較・分析することで、
その共通点と差異点（例、カスタマイゼー
ション・システム、カスタマイズ製品開発、
ブランド戦略、テクノロジーの導入と活用、
トレーニング、地域での活動、地域社会と
の関係性、さらに文化的・歴史的背景）な
どについて定性分析を通じて明らかにした。 

 
４．研究成果 
平成２７年から平成２９年の３年間の調
査で、当初の目的はほぼ達成されたと考え
る。同時に、この調査の当初には考えられ
なかった新たな課題も見えてきた。特に、
カスタマイズ製品のサービスの割合の比率
が大きくなりつつあることである。それは、
今後の調査の研究課題でもある。 
そこで、この３年間の調査で、明らかに
なった主な成果は以下の３点である： 

 
１）日米におけるカスタマイゼーション・
システムの共通点が明らかにされた。はじ
めに、日米両国の企業とも、顧客との対話
から得られた様々な情報から、日々変化す
る顧客のニーズにきめ細かく迅速に対応し、
カスタマイズ製品を提供していた。特に、
新たなタイプの店舗展開をし、直接顧客と
対峙する方法や顧客を巻き込んだ様々なイ
ベントを通じて彼らから直接情報の収集活
動を行なっていた。また、様々なソーシャ
ル・ネットワーキング・サービス(SNS)を
活用して顧客との対話か情報を発信・収集
する方法も多く観察された。さらに、両国
の企業は、新しいテクノロジーを積極的に
導入し、顧客を満足させるカスタマイズ製
品を迅速に開発・提供するシステムの構築
に注目していた。 

 
２）次に、日米におけるカスタマイゼーシ
ョン・システムの差異点も明らかにされた。
まず、企業のサイズに関して、日本市場で
は、比較的中小企業がカスタマイゼーショ
ン・システムを導入し、柔軟に顧客のニー
ズに対応したカスタマイズ製品を提供して
いた。一方で、米国の企業では、中小企業
のみならず、大企業（特に、グローバルに
展開する企業）でも積極的にカスタマイズ
製品の開発・販売をおこなっていた。 

また、テクノロジーの活用方法では、両
国の企業とも新たなテクノロジーを積極的
に導入していたが、その導入において大き
な違いが存在していた。つまり、日本の企
業では、生産システムの効率化とカスタマ
イズ製品自体の品質を高める為のテクノロ
ジーへ多くの投資をする傾向がみられた。
一方で、米国の企業では、カスタマイズ製
品の生産プロセスにおいて、多くの最終製
品やパーツが海外で生産されることもあり、
コミュニケーションや顧客とのインターフ
ェイスに関するテクノロジーへの投資が多
くみられた。言い換えれば、日本の企業は、
テクノロジーに関して、主に生産部門への
投資へ向けられていた。一方で、米国の企
業は、主にコミュニケーション・テクノロ
ジーを含んだサービス部門へ多くの投資が
向けられていた。 
さらに、日本市場では、比較的古くから
活動している企業が多くみられた。ある企
業は、１００年以上活動している企業もみ
られた。いわゆる「老舗企業」である。そ
の意味で、地元との関係は非常に重要視さ
れていた。一方で、米国企業では、比較的
新しい企業が多く、創設者も日本企業と比
べると比較的若い年齢層であった。ある企
業は、創立が数年のものも存在していた。
その意味で、米国の企業は、海外のサプラ
イヤーとの関係も含めて、地元との関係が
日本企業よりも希薄である傾向が見られた。 
 
３）最後に、カスタマイゼーション・シス
テムを推進する上で様々なパートナーとの
関係性を、日米両国の企業は重要視してい
た。特に、３つの関係性を強調していた：
ビジネス・パートナーとの関係性 （国内外
のサプライヤー、デザイン事務所、産業団
体など）、２）顧客との関係性 （最終顧
客のみならず B-to-Bとの顧客など）、３）
地域社会との関係性 （各地域の産業技術研
究センターや国・県・市町村などの自治体
など）。特に、日本企業では、カスタマイ
ゼーション・システムを遂行するために、
各地域の産業技術研究センター、自治体、
各産業団体と綿密に連携することで新製品
開発や海外市場の情報収集及び海外の新市
場の開拓をおこなっていた。さらに、カス
タマイゼーション・システムを遂行するた
めには、長期的関係の維持が重要であるこ
とが明らかにされた。 
 
以上の調査で、論文や紀要への投稿、学会
発表などを通じて本研究の成果として発表
をおこなった。また、この調査で得られた
膨大なデータをもとに新たな論文として幾



つかの学術雑誌への投稿と学会発表の準備
を進めている。 
最後に、補足として、読売新聞全国版で
「コトを買う」の特集で取材をうけた。ま
た、月刊「事業構想」では、「パーソナラ
イズの新ビジネスの特集」で「カスタム・
ビジネスで成功する企業の条件」という取
材をうけ、記事が掲載されたことは、これ
までの研究成果を世間に発信するという当
初の目的もある程度達成することができた
と考えられる。 
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